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社会保障改革国民会議意見：医療・介護問題を中心に 

2012 年 4 月 19 日 慶応大学 駒村康平 

 

１．制度横断的、短期・中期・長期の視点から改革の議論を行うべき 

１）制度横断的な視点からの高齢者向け給付（年金、医療、介護）改革 

・マクロ経済スライドで低下する年金（特に基礎年金）を考慮し、今後、平均額では上昇

が不可避な後期医療、介護の保険料、本人負担への配慮をする必要がある。（イメージ 図

１） 

・生活保護への流入を避けるためには、低所得高齢者に公費財源を重点化し、最低生活保

障を行う。図２ 国立社会保障・人口問題研究所資料「生活保護に公的統計データ」より

作成 

 

２）長期の課題として：社会保障給付の重点化、高齢者定義の見直し（年金のみならず、

医療・介護も） 

参考資料１ 

 

２．医療・介護分野における公費（税財源）の効果的な使い方：低所得者世帯、困難を抱

える世帯に対する公費財源の重点化 

１）低所得高齢者の後期高齢者医療、介護保険料の軽減より最低生活保障を行う 

→後期高齢者医療、介護保険料の低所得者軽減の強化（基礎年金水準の低下や平均保険料

上昇に対する対応として） 

図１ 

 

資料２－１
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図２ 生活保護受給者の年齢別構成比 

 

 

 

・介護補足給付の見直し（保険給付ではなく、福祉給付としての対象の厳格化） 
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・高齢者の賦課対象額の拡大（公的年金等控除などの見直し） 

2004 年時点で全国消費実態調査，国民生活基礎調査から推計すると 70 歳以上世帯の住民

税非課税世帯率は 45％程度（相対的に高い住民非課税世帯ライン） 

表１ 

 

 

・中高所得層高齢者の本人負担の引き上げ、給付範囲の見直し・効率化 

 

２）困難を抱える世帯への医療面での支援 

・難病の医療費助成・小児慢性特定疾患治療研究事業を財政的に持続可能で、公平・安定

した公費負担医療制度にする。 

・難病対策は、遅くスタートし拡充の波に乗り遅れ、40 年近く制度に見直しが行われず、

また障害者福祉の陰に隠れて注目されてこなかった分野であり、財政、対象疾患などに多

くの不条理な仕組みが残されている。安定財源を確保し、最優先で取り組む分野である。 

・難病対策・難病の医療費助成の改革 

・不条理を放置すべきではない：きわめて困難な状況を抱えて、生活における大きな制約、

将来への希望を持てない人々を放置することは不条理であり、社会の成熟度が試される課

題。 

・個人のリスクの問題ではなく、人類にとって共有すべき課題：「希少・難治性疾患は遺伝

子レベルの変異が一因であるものが少なくなく、人類の多様性の中で、一定の割合発生す
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ることが必然」であり、「希少・難治性疾患の患者・家族を我が国の社会が包含し、支援し

ていくことが、これからの成熟した我が国の社会にとってふさわしい」とされ、難病問題

は個人のリスクではなく、必然的に人類社会全体で取り組むべき課題である。 

・改革のポイント（厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会「難病対策の改革につい

て（提言）」2013 年 1 月 25 日）より 

① 効果的な治療方法の開発と医療の質の向上 

② 公平・安定的な医療費助成の仕組みの構築 

③ 国民の理解の促進と社会参加のための施策の充実 

・小児慢性特定疾患医療助成改革 

先天性の疾患など、本人の責によらない病気により、身体面、精神面、経済面で大変困難

な状況に置かれ、将来の展望に不安を抱えている子どもやその家族への支援により、児童

の健全育成に貢献できる。現行制度は、難病対策と同じ課題を抱えており、難病対策の改

革と同様の対応で、財政的な安定性、持続可能性が高める必要がある。 

 

 

参考「平成 21 年度税制改正法附則 104 条」 

「消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを明らかにする観点から、

消費税の全額が制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に

対処するための施策に要する費用に充てられる」 
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参考１ 読売新聞 論点 2013 年 4 月 10 日朝刊 

 

 


